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平成28年度
千葉市地域密着型サービス事業者募集
（随時募集分）の手引き

千葉市保健福祉局高齢障害部高齢施設課
ＴＥＬ：０４３－２４５－５２５６

ＦＡＸ：０４３－２４５－５６２１

e-mail：shisetsu.HWS@city.chiba.lg.jp

１　募集の概要等
（１）募集の趣旨　
千葉市高齢者保健福祉推進計画（平成２７年度～平成２９年度）等に基づき、本市の介護保険事業の基盤を整備する必要があることから、地域密着型サービスの整備を行う事業者を募集します。
（２）募集するサービスの種類
ア　定期巡回・随時対応型訪問介護看護

イ　夜間対応型訪問介護

ウ　認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護

エ　小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護

オ　地域密着型通所介護

（３）募集地域
　　　千葉市全域
（４）事業用地
　ア　自己所有地・借地を問いません。

　イ　（介護予防）小規模多機能型居宅介護の事業予定地は、利用者の家族や地域との交流の機会が確保される地域にあることを条件とします。

　ウ　事業用地を借用し、建物を建設することで事業を開始する場合は、賃貸借予約契約書等が必要です。また、新たに事業用地を購入する場合、応募前に土地の購入をする必要はありませんが、審査時は土地の売買確約書等により、事業用地の確保を確認します。
　エ　都市計画法、建築基準法、消防法、農地法により定められる接道条件、農地、林地等の規制について、各開発関係部局と必ず確認・相談を行ってください。

　オ　施設整備に対しての千葉市からの補助金等はありません。
　　　補助金を活用する施設整備については、公募により募集を行います。
（５）募集の要件
ア　事業を実施する法人（当該法人の役員等のうちに暴力団員（暴力団員等による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）に該当する者がない場合に限る。）であること。
イ「千葉市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」（平成２４年千葉市条例第６５号）及び「千葉市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例」（平成２４年千葉市条例第６０号）など介護保険関係等の基準を満たしていること。
ウ　都市計画法、建築基準法、消防法等の関連する法令等の基準も満たしていること。

エ　介護保険法第７８条の２第４項及び第６項に規定する欠格事項に該当しないこと。

オ　建設計画については、近隣住民への説明会等を必ず行い、事前に十分な理解を得ていること。
カ　当該事業所の利用者を千葉市介護保険被保険者に限定すること。（千葉市以外の被保
険者であっても、平成２７年４月１日以降に住所地特例対象施設に入所し、当該施設の所在地に住所を変更したと認められる場合は利用が可能。）
２　応募の方法
（１）事前協議について
　　　介護保険法の規定による地域密着型（介護予防）サービス事業者の指定にあたっては、地域密着型サービス等運営委員会（千葉市の場合「あんしんケアセンター等運営部会」）からの意見聴取及び意見聴取の内容を事業計画に反映させる必要があります（介護保険法第７８条の２第７項）。千葉市では円滑に指定手続きを進めるため、公募によらない指定申請については、指定申請に先立ち、事前協議を行っていただくこととしています。（施設整備の着手は事前協議完了後となります。）
したがって、指定申請の受付は、事前協議が完了したものに限り行います。
（２）事前協議に係る提出書類

　　　事前協議に際し、以下の書類を提出する必要があります。
　ア　平成２８年度千葉市地域密着型サービス事業者募集事前協議書
　イ　付表

　ウ　添付書類等

　　
（３）事前協議書受付期間
	平成２８年度第１回
	平成２８年　４月２５日～平成２８年　６月１０日

	平成２８年度第２回
	平成２８年　７月２５日～平成２８年　９月　９日

	平成２８年度第３回
	平成２８年１０月２４日～平成２８年１２月　９日


※上記期間のうち、土・日・祝日を除く、午前９時～午後５時（時間厳守）
（４）提出場所
　　　千葉市役所本庁舎１階　高齢施設課

（５）提出方法
ア　事前に電話で日時を予約した上で、高齢施設課の窓口に、直接提出してください。
郵送等での提出は受付けません。
イ　提出書類は、フラットファイル等を用いて、Ａ４判左穴あけ綴りとし、表紙、背表
紙に、「地域密着型サービス事業事前協議書類」と記載し、法人名を併記してください。
ウ　提出書類は、通しのページ番号を付けてください。

エ　仕切り紙や白紙面等はページ数には含めないでください。

オ　各書類の間に仕切り紙をはさみ、文字表記のインデックスを付けてください。
カ　様式は、必要に応じて拡大、縮小等の加工は可としますが、左上の「様式○」等は、
必ず記載してください。

（６）注意事項

ア　事前協議書は、指定申請予定者（運営予定事業者）のみが提出できます。

イ　必要に応じ、追加資料を求める場合があります。

ウ　審査は、提出された様式や図面等をもとに行いますので、わかりやすく正確に記

　載してください。

エ　事前協議書等の提出に係る費用は、すべて事業者負担となります。

オ　提出書類は、いかなる理由があっても返却しません。

カ　事前協議書提出後に事業計画を取りやめる場合は、事前協議取下書（任意様式。必ず取り下げ理由を記入してください。）を必ず提出してください。
キ　提出書類に不備・不足があった場合や、応募にあたり不正行為があった場合は、審

　査の対象外となる場合があります。
　ク　提出に当たり、書類の修正や差し替えをお願いする場合がありますので、日程に余
裕をもって提出してください。

　ケ　原則として、提出締切後は、提出内容の変更はできませんのでご注意ください。

コ　以下に例示するもののほか、関係省令、解釈通知等の内容を十分に理解、確認のうえ、応募してください。
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３　事前協議から指定までの流れ
	第１回
	第２回
	第３回
	

	4月25日～

6月10日
	7月25日～

9月 9日
	10月24日～12月 9日
	事前協議書及び添付書類提出

	約１か月間
	書類審査

	7月中旬
	10月初旬
	1月中旬
	あんしんケアセンター等運営部会における意見聴取

	7月下旬～
8月上旬
	10月中旬～
10月下旬
	1月下旬～
2月上旬
	事前協議結果通知

	
	施設整備着手・あんしんケアセンター等運営部会における意見反映

	

	

	各月１日
	事業開始日、サービス提供開始


　　ア　協議結果は、事前協議書を提出したすべての事業者に、文書により通知します。

　　イ　協議結果通知を受領した事業者は、建築確認申請の前に再度高齢施設課で図面の協議を行ってください。その後、速やかに確認申請等の施設整備に着手してください。
　　ウ　事業計画を進めるに当たっては、あんしんケアセンター等運営部会における意見を反映させるよう努めてください。
エ　施設整備完了後、人員配置等事業の準備が整った時点で、指定申請を行ってくだ

さい。現地検査を含め、前月１５日以前に指定申請を受理した場合、翌月１日に指定を行います。ただし、指定申請内容審査の結果、指定基準等を満たしていない場合や、指定申請書の各事項が評価基準等を下回る場合は、指定しません。
　
４　参考資料

（１）地域密着型サービス事業の募集における平面図等の記載内容

（１）位置図（都市図）

方位、道路（進入路）、目標となる地物

（２）配置図

縮尺、方位、敷地境界線、道路境界線、道路名称、道路幅員、敷地内及び境界線内外の高低差、敷地内の建築物の位置、建築物と境界線までの距離、擁壁の位置、外構計画（駐車場、避難経路を含む）、設備機器（受水槽、浄化槽）の配置、汚水・排水の最終枡の位置
（３）各階平面図

縮尺、方位、間取、各諸室の名称及び設備（消防設備を含む）、開口部の区別、
併設区分図、各階の床面積、各諸室の面積（有効面積）「一覧表でも可」、家具

の配置、廊下幅の寸法（有効）、バルコニー幅の寸法（有効）、手すりの設置
表示
（４）立面図

　　　縮尺、開口部の位置、屋外階段の位置、建築物の高さ、建築基準法に基づく斜線

（５）その他
小規模多機能型居宅介護事業所を整備する場合、計画地の周辺戸数のわかるもの

※計画地周辺に点在する２１戸以上の住宅等に色を塗った動態図又は白図

（２）地域密着型サービス事業所の設計上配慮すべき事項
地域密着型サービス事業所の設備基準については、「千葉市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」（平成２４年千葉市条例第６５号）等で示されているところですが、その他以下の項目について、特に設計上ご配慮くださいますよう、よろしくお願いします。
定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、夜間対応型訪問介護事業所については、この限りではありません。

Ａ　建築内部

	１　玄関について

	
	項目
	備考欄

	①
	出入口での段差がないこと。
	

	②
	出入口の幅は90cm以上確保し、扉の形状は引戸であること。
	

	③
	適切な位置に手摺りを設けること。
	

	④
	入居者の安全性・防犯性に配慮してある

こと。
	出入口に事務所等を配置することで、管理ができること。


	２　廊下等について

	
	項目
	備考欄

	①
	両側に連続した手摺りを設けること。
	階段も同様の配慮をすること。

	②
	共用トイレ・洗面所の前面に常夜灯を
設置すること。
	

	③
	廊下幅は有効で1.5m以上確保すること。
	中廊下の幅は有効で1.8m以上確保すること。


	３　トイレについて

	
	項目
	備考欄

	①
	ナースコールを設けること。
	

	②
	照明はセンサー方式の点灯とすること。
	

	③
	共用トイレの個数は、利用者数の1/3
以上とする
	

	④
	共用トイレの１以上は車イスで利用

しやすい十分な空間を確保すること。
	概ね2.9㎡以上が好ましい。


	４　洗面所について

	
	項目
	備考欄

	①
	洗面器の個数は、利用者の1/3個以上とすること。
	１ヵ所は手すりを設けること。

	②
	水栓金具はセンサー方式とすること。
	

	③
	車椅子で使用可能のものとすること。
	


	５　宿泊室について

	
	項目
	備考欄

	①
	出入口は引戸とすること。
	出入口の幅は90cm以上とすること。

	②
	ナースコールを設けること。
	

	③
	宿泊室の配置は、日照、採光、換気等入所
者の保健衛生に十分考慮すること。
	北側居室はあまり望ましくない。

	④
	面積については有効で9.9㎡以上で
あること。
	プライバシーの確保に配慮すること。

	⑤
	すべての宿泊室に収納スペース（固定式の収納設備）を設けること。
	


	６　居間・食堂について

	
	項目
	備考欄

	①
	廊下を共有している場合は、廊下の幅員

を確保して家具を配置すること。
	

	②
	適切な位置に手摺りを設けること。
	

	③
	キッチンは対面式であること。
	

	④
	加熱調理機器はＩＨ調理器であること。
	


	７　浴室・脱衣室

	
	項目
	備考欄

	①
	適切な位置に手摺りを設けること。
	

	②
	ナースコールを設けること。
	

	③
	脱衣室の広さが十分であること。
	椅子などの設置が望ましい。

	④
	浴室は、二方向介助が可能な広さを確保

してあること。
	有効3.8㎡以上の広さが望ましい。

	８　その他

	
	項目
	備考欄

	①
	汚物処理室を設けること。
	

	②
	職員休憩室を設けること。
	

	③
	２階建以上の場合は、内階段を設けること。また、廻り階段にはしないこと。
	

	④
	２階建以上の場合は、エレベーターを

設けること。
	形状は問わない。

	⑤
	腰部分がガラスの場合は、網入りガラス・強化ガラスで安全対策を講じること。
	

	⑥
	間仕切りなどにカーテンは使用しないこと。
	

	⑦
	地域交流スペースを設けること。
	


Ｂ　外部

	１　避難経路

	
	項目
	備考欄

	①
	有効幅が１．５ｍ以上であること。
	

	②
	勾配がある場合は1/12以下とすること。
	

	③
	非常口の鍵は、非常発生時に速やかに

解錠できること。
	

	④
	災害等の緊急時のため、２方向に避難路

を確保してあること。
	

	⑤
	２階以上の場合、２以上の直通階段を

設けること。
	


	２　駐車場

	
	項目
	備考欄

	①
	従業員及び利用者家族が利用するため

のものが充分に確保されていること。
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・千葉市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例


（平成２４年千葉市条例第６５号）


・千葉市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２４年千葉市条例第６０号）


・指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第１２６号）


・指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第１２８号）


・厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成２４年厚生労働省告示第９４号）


・厚生労働大臣が定める基準（平成２４年厚生労働省告示第９６号）


・指定地域密着型サービスに要する費用の額に算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１８年３月３１日付厚生労働省老健局計画課長・振興課長・老人保健課長通知）


・千葉市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例及び千葉市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例施行要領（平成２７年４月１日付施行）

















指定日の前月15日までに指定申請書類提出
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